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　政策法務とは何か。かつて政策と法務とは、ほとんど直接

のつながりはないと思われていた。�

　ところが１９７０年代の半ばに、先端的な地域自治政策をサポ

ートする自治体法務のはたらきが、政策を生かす法務である 

“政策法務”として意識されはじめた。ついで８０年代から９０

年代を通して、自治立法および自主解釈に示される“政策法務”

が地域自治にとって不可欠な手法であることが、自治体にお

ける企画・計画・事業・措置・争訟・評価・研修等に際し全庁

的に確認されてきた。�

　さらに２１世紀に入って、公認されだした「政策法務」は、

分権・住民協働時代の自治体法務の主要なあり方として、“政

策と法務の相互作用的な一体化”を意味している。�

　今日では、自治体の地域自治が住民と地域社会に真に責任

あるものになるために、在来の法制執務、例規審査、訟務等

を超えた「政策法務」が、自治体の全活動に目立つインパク

トをもたらしつつあると言えよう。それは自治体法務の大い

なるレベルアップにほかならない。�

　もっとも、そうした「政策法務」の具体的なあり方や事例

の捉え方などは、政策法務をめぐるいろいろな考え方ととも

に、いぜん発展途上にあって、きわめて明瞭というわけでは

ない。むしろ「政策法務」は、住民との協働に臨む自治体職

員の職務と研修において、日常的にクリエイティブな取組み

にちがいないであろう。�

　すでに「政策法務」に関する図書出版は、多面的に数多く

行われてきているが、そろそろ全般的な見取図を描く試みが

なされてよいと思われる。�

　そこで本企画は、発展途上にある全国自治体の政策法務に

ついて、具体事例をふまえた問題項目をなるべく網羅的に整

理し、すでに責任あるかかわりを有してきた人びとが執筆す

る“事典”づくりを目ざすものである。巻末の事項索引によ

って、政策法務“辞典”としてもご利用頂けるであろう。�

　本「事典」は、２００７年１月のかながわ政策法務研究会を機

に、共編者である３名が発想し、同会をはじめ全国各地で政

策法務研究会を担われ全国自治体法務合同研究会に集われて

いる方がたによる編集委員会を編成するとともに、各編集委

員およびその意を受けられた方がたが、共編者とともに鋭意

執筆に励んだ成果である。�

　執筆した私共一同は、こうした本事典が、自治体の法務担

当をはじめ、政策法務にかかわるはずの各原課の職員の皆さ

ま、議会政策法務を意識される方がた、および地域政策法務

に関心を持たれる住民と事業者の方がた、にお役に立つこと

を念願してやまない。�
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＜本書の特色＞�
●自治体“政策法務”をめぐる種々の問題を項目・類型別に整理し、判
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